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                       ２０２０年 ７月 １６日 

仙台市長  郡 和子 様 

    新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急要望（３） 

              日本共産党仙台市議団 団長  嵯峨 サダ子 

 

 

 新型コロナウイルス感染症への対応、市民のくらしを支える市政運営へのご

尽力に心から敬意を表します。 

 東京などでのコロナウイルス感染の新たな広がりや、本市内でも感染者が相

次いで確認されている今、第２波に備えた感染拡大防止対策の徹底に力を注ぐ

ことが強く求められています。 

 また、緊急事態宣言が解除され社会経済活動が再開されたものの、市民生活

への影響や地域経済の疲弊は依然として深刻であり、市民に一番身近な基礎自

治体として、時宜にかなったきめ細やかな支援がさらに期待されているところ

です。 

 ６月定例会最終日に示された新型コロナウイルス感染防止に対応するための

地方創生臨時交付金本市分の５９億円はもちろん、このほど県からは、市町村

が地域の実情に応じて独自に実施する事業継続支援や家賃補助支援等に対して

県が補助（仙台市分上限 10 億７２００万円）を行うとの意向が示されました。

こうした財源や市独自財源も充当し、市民のくらしや地域経済を支えるために、

さらなる支援の充実を求めます。７月末に予定されている臨時会にぜひ反映し

ていただきたく、以下、要望致します。 

 

 

１、 地域産業支援金が事業者から歓迎されているとともに、売り上げ減少率

が５０％に満たない事業者からは、支援金も国の持続化給付金も対象にな

らず、非常に苦しい経営を余儀なくされているとの声が多数寄せられてい

る。他自治体でも取り組まれているように、５０％未満の売り上げ減少率

の事業者に対する市独自の支援を講ずること。 

 

２、 地域産業支援金は今年２月から６月までの売り上げ減少率が対象とさ

れているが、国の持続化給付金は、今年１２月までの売り上げ減少率を対

象としている。第 2 波、第 3 波を考えると、今後売り上げが大きく減少す

る事業者が出ることも想定される。少なくとも国の持続化給付金同様、本

市の支援金も 12月までの売り上げ減少率を対象とすること。 
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３、 国の特別家賃支援給付金については、家賃の 3分の 2補助となっている。

事業者負担となる 3 分の１を市として上乗せすることや、家賃だけでなく

リース代などの固定費に対する市独自の支援を講じること。 

 

４、 県の休業要請に基づき大型商業施設が臨時休館したことで、入居するテ

ナントもおのずと休業を余儀なくされたにもかかわらず、休業要請対象業

種ではない場合には、県や市の協力金の対象外とされている。 

   名古屋市が愛知県と折半し、１事業者に５０万円支給することにした。

本市においても、大型商業施設内のテナントへの支援をおこなうこと。 

 

５、 総務省の発表では、５月の完全失業者は１９８万人と前年同月から３３

万人増え、増加幅はリーマンショック以来の大きさであり事態は深刻さを

増している。本市内でも、コロナを理由にした解雇や雇い止めの相談も相

次いでいる。 

 市として新型コロナ対策強化も求められていることから、積極的に会計

年度任用職員の採用を図るなど、緊急雇用対策に取り組むこと。 

 

６、 特別定額給付金は、２０２０年４月２７日が基準日になっていることか

ら、翌２８日以降に誕生した子どもは対象にならないことをめぐって、６

月定例会では複数の会派から市としての対応が強く求められた。コロナ禍

のもとで、妊娠出産の経済的・精神的負担は非常に大きく、妊産婦に対す

るあたたかい支援は命をはぐくむ子育て世帯を具体的に支え、励ますこと

につながる。 

妊娠から子育てまで切れ目のない支援を掲げる郡市長として、来年 4月 1

日までに誕生するすべての子どもを対象に、市独自で 10万円の出産お祝い

金を支給すること。 

 

７、 国が第２次補正で決定した、小 6・中３学習支援のための加配教員の配

分が来たとしても、「新しい生活様式」でいう「２メートルの間隔」を確保

することが困難なことは明らか。市内すべての小中学校のすべての学級で、

２ｍが確保できる２０名程度の学級編成となるよう計画を作成し、少人数

学級を進めること。 

 

８、 学校給食費に対する支援が全国で広がるなか、本市では今年度から値上

げされ、コロナの影響を受けている子育て世帯に一層の負担を強いること
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になる。学校教育の一環で行われる学校給食は本来無償が原則と考えるが、

少なくとも今年度の値上げの凍結や、せめて数か月分は無償化とするなど、

保護者負担は増やさない対策を講じること。 

 

９、就学援助制度における本市の低い基準額の見直しを早急に進めるとともに、

すでに年間予算で確保している長期休業中の学校給食費分については、す

でに予算で計上されていることもあり、対象世帯に現金または食材として

給付し、経済的支援につなげること。 

 

１０、高校生においても、コロナによる長期学校休業の影響がオンライン学習

の環境の有無など、家庭の経済力による格差として表れている。すべての

高校生が学びに不安を感じることがないように、市が独自に一人３万円の

支援金給付を行うなど、高校生のいる家庭への支援をおこなうこと。 

 

１１、 国の学生支援緊急給付金制度は、既存の修学支援制度（民間等による

支援制度も含む）を利用していること等の条件や、大学の推薦・募集枠が

決められていることなどから、利用できない学生が多数に上ることが考え

られる。途中で学問をあきらめるようなことがないよう、国に制度改善を

求めるとともに、学都仙台を標榜する自治体の役割を発揮し、独自の給付

型奨学金制度の創設にふみだすこと。 

 

１２、 東京都での感染拡大が、今後市の感染拡大につながる恐れがあり、検

査、医療体制の充実・強化の必要性が増している。市内の医療機関のほと

んどがコロナの影響を受け、経営がひっ迫しており、今後の医療体制に大

きな影響が出ることも懸念される。保険診療の概算請求が返還を求められ

ることなく減収補填となるよう国に求めると同時に、医療機関の運営に必

要不可欠である医療従事者に対して慰労金を支給するなど、市として敬意

を表し、出来うる現実的支援をおこなうこと。 

 

 

１３、コロナ対策の財源確保の考え方については、これまで積み立ててきた市

民の税金を今こそ有効に活用することが早急な支援につながると繰り返し

指摘してきた。国の第２次補正に対応した地方創生臨時交付金が一刻も早

く市民のもとに届くよう、必要とされる支援策に活用すると同時に、本市

の持つ基金の取り崩しについても、躊躇なくおこなうこと。 
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１４、各局・区などへのコロナ対応のための財源ねん出（１５％）の要請がプ

レッシャーとなり、本来削るべきではない予算まで削られることを強く懸

念する。 

   今年度中止になったことで浮いた予算をコロナ対応に回すことに異存は

ないが、15％の削減を求めて各局・区から出されたものについては、改め

て精査し、機械的な減額とはしないこと。 

 

 

  


